
  

 
（財）財務会計基準機構会員 

 
平成 １６年 ３月期    個別財務諸表の概要        平成１６年５月２１日 
 

上 場 会 社 名  東洋建設株式会社      上 場 取 引 所  東・大 
コ ー ド 番 号  １８９０          本 社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ http://www.toyo-const.co.jp ） 
代 表 者  役職名 代表取締役社長 氏名 赤井 憲彦 
問 合 せ 先 責 任 者  役職名 経 理 部 長 氏名 赤崎 兼仁  ＴＥＬ(03)3296-4611 
決算取締役会開催日  平成 16 年 5 月 21 日   中間配当制度の有無  無 
定時株主総会開催日  平成 16 年 6 月 29 日   単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
１． 平成 16 年 3 月期の業績(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                                 （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

137,176   △26.3 
186,070   △7.0 

4,447   △24.6 
5,897    1.3 

2,545   △23.0 
3,305   △9.4 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経常利益率 
売 上 高 

経常利益率 

 百万円  ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

△10,258   － 
△11,101   － 

△44 08  
△53 82  

－    
－    

△125.0  
△73.0  

1.5  
1.4  

1.9  
1.8  

(注) ①期中平均株式数(優先株式については、30 ページをご参照ください。※1)  
普通株式   16 年 3 月期  232,731,461 株   15 年 3 月期  206,284,483 株 

    ②会計処理方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

   0 00 
   0 00 

－ 
－ 

   0 00 
   0 00 

－ 
－ 

－ 
－ 

－ 
－ 

 
(3)財政状態 

 総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円  百万円  ％  円 銭  

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

128,538     
208,305     

6,406     
10,005     

5.0    
4.8    

  5 52   
 48 51   

(注) ①期末発行済株式数（優先株式については、30 ページをご参照ください。※2） 
普通株式   16 年 3 月期  263,937,549 株   15 年 3 月期  206,256,080 株 

     ②期末自己株式数 
普通株式   16 年 3 月期     74,200 株   15 年 3 月期     63,669 株 

 
２．平成 17 年 3 月期の業績予想(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 
通  期 

49,000   
138,000   

400   
5,100   

△1,300   
2,100   

－ 
－ 

－ 
 0 00 

－ 
 0 00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  7 円 96 銭 

 
※上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な

要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の７ページをご覧く

ださい。 
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※１ 

 「期中平均株式数」 

 15 年 3 月期 16 年 3 月期 

普通株式 
株 

    206,284,483 

株 

    232,731,461 

優先株式 

  (第一回優先株式) 

  (第二回優先株式) 

       － 

     (  －   ) 

     (  －   ) 

     10,116,393 

     (2,679,311) 

     (7,437,082) 

 

※２ 

 「期末発行済株式数」 

 15 年 3 月期 16 年 3 月期 

普通株式 
株 

    206,256,080 

株 

    263,937,549 

優先株式 

  (第一回優先株式) 

  (第二回優先株式) 

       － 

     (  －   ) 

     (  －   ) 

     19,800,000 

    ( 5,244,000) 

    (14,556,000) 

 

 （注）当期における発行済株式数の増減内容は以下のとおりであります。 

 （株式種類） （株式数の増減） （発行価額） （資本金の増減） 

無償減資 

(平成 15 年 9 月 10 日) 
－ － － △20,000,000,000 円 

第三者割当による増資 

(平成 15 年 9 月 27 日) 

第一回優先株式 

第二回優先株式 

5,244,000 株 

14,556,000 株 

250 円 

250 円 

1,311,000,000 円 

3,639,000,000 円 

第三者割当による増資

(平成 15 年 10 月 16 日) 
普通株式 57,692,000 株  52 円 2,999,984,000 円 

 

 

「１．16 年 3 月期の業績」指標算式 

  ○１株当たり当期純利益 

 

当期純利益 

期中平均普通株式数 

 

  ○１株当たり株主資本 

 

資本の部合計額 － 期末発行済優先株式数 × 発行価額 

期末発行済普通株式数 

 

 

「２．17 年 3 月期の業績予想」指標算式 

○１株当たり予想当期純利益(通期) 

 

予想当期純利益 

期末発行済普通株式数 
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　       （単位  百万円）

％ ％

10,022 14,392 4,369

14,719 4,541 △ 10,178

31,849 27,227 △ 4,622

－ 1,837 1,837

1,021 11 △ 1,009

10,885 981 △ 9,904

34,219 26,343 △ 7,876

4,530 511 △ 4,019

8,935 1,319 △ 7,615

10,303 5,141 △ 5,162

5,506 780 △ 4,725

4,691 3,461 △ 1,230

△ 141 △ 98 42

136,545 65.6 86,451 67.3 △ 50,094

18,741 14,264 △ 4,477

3,336 11,104 7,767

224 1,413 1,189

24,906 20,990 △ 3,915

7 0 △ 6

－ △ 17,117 △ 17,117

47,216 30,657 △ 16,559

744 604 △ 140

7,763 3,481 △ 4,282

2,956 1,853 △ 1,102

206 64 △ 142

148 128 △ 20

210 365 155

3,613 15,164 11,551

59 40 △ 19

6,547 1,626 △ 4,921

34 － △ 34

3,761 2,651 △ 1,109

△ 242 － 242

△ 1,261 △ 14,550 △ 13,288

23,798 10,826 △ 12,972

71,760 34.4 42,087 32.7 △ 29,672

208,305 100.0 128,538 100.0 △ 79,766

建 物 ・ 構 築 物

土 地 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産

投 資 有 価 証 券

固 定 資 産

固 定 化 営 業 債 権

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 貸 付 金

従業員に対する長期貸付金

減 価 償 却 累 計 額

現 金 預 金

貸 倒 引 当 金

立 替 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

子 会 社 等 投 資 損 失 引 当 金

そ の 他

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

貸　借　対　照　表

増 減 金 額

前 期 当　　　　　期

（平成15年3月31日現在） （平成16年3月31日現在）

金 額 構 成 比

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

不 動 産 事 業 未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

関 係 会 社 株 式

短 期 貸 付 金

土 地

（　資 産 の 部　）

受 取 手 形

建 設 仮 勘 定

金 額構 成 比

流 動 資 産

科　　　　　目

不 動 産 事 業 支 出 金

完 成 工 事 未 収 入 金

有 価 証 券

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金
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　       （単位  百万円）

％ ％

24,000 21,617 △ 2,383

25,145 20,575 △ 4,570

85,428 35,882 △ 49,546

160 147 △ 13

－ 1,703 1,703

29,869 20,950 △ 8,918

2,641 2,776 135

51 154 103

659 484 △ 175

5,979 1,095 △ 4,883

173,937 83.5 105,388 82.0 △ 68,548

19,966 9,631 △ 10,335

1,783 1,534 △ 248

－ 1,226 1,226

396 241 △ 154

－ 3,302 3,302

2,216 808 △ 1,408

24,362 11.7 16,743 13.0 △ 7,618

198,299 95.2 122,132 95.0 △ 76,167

20,208 9.7 8,158 6.3 △ 12,050

0.6 7.8

1,261 1,261 －

－ 8,818 8,818

△ 5.4 △ 9.3

11,181 11,992 △ 811

△ 50 △ 0.0 △ 454 △ 0.4 △ 403

△ 229 △ 0.1 618 0.5 847

△ 2 △ 0.0 △ 3 △ 0.0 0

10,005 4.8 6,406 5.0 △ 3,599

208,305 100.0 128,538 100.0 △ 79,766

支 払 手 形

前 期

科　　　　　目

（　負 債 の 部　）

流 動 負 債

増 減 金 額（平成15年3月31日現在）

金 額 構 成 比 金 額

当　　　　　期

（平成16年3月31日現在）

構 成 比

そ の 他

流 動 負 債 合 計

土地買戻損失引当金

債務保証損失引当金

工 事 未 払 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

土 地 再 評 価 差 額 金

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

土地再評価に係る繰延税金負債

そ の 他

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

未 成 工 事 受 入 金

預 り 金

完成工事補償引当金

賞 与 引 当 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

当 期 未 処 理 損 失

（  資 本 の 部  ）

資 本 金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金
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   　（単位　百万円）

％ ％ ％

183,830 133,399 △ 50,430

2,240 3,776 1,536

186,070 100.0 137,176 100.0 △ 48,893 △ 26.3

172,816 124,968 △ 47,848

2,759 3,692 932

175,576 94.4 128,661 93.8 △ 46,915 △ 26.7

11,013 8,431 △ 2,582

△ 519 84 604

10,493 5.6 8,515 6.2 △ 1,978 △ 18.8

4,595 2.5 4,067 3.0 △ 527 △ 11.5

5,897 3.1 4,447 3.2 △ 1,450 △ 24.6

155 84 △ 71

81 78 △ 2

110 267 156

347 0.2 430 0.3 82 23.8

2,626 2,042 △ 584

313 289 △ 23

2,939 1.6 2,332 1.7 △ 607 △ 20.7

3,305 1.8 2,545 1.9 △ 759 △ 23.0

58 222 164

－ 23,050 23,050

－ 1,439 1,439

－ 1,352 1,352

2,543 46 △ 2,496

2,602 1.4 26,111 19.0 23,508 903.4

－ 14,805 14,805

－ 9,138 9,138

993 1,679 686

－ 1,226 1,226

3,522 46 △ 3,475

3,559 413 △ 3,145

3,420 － △ 3,420

806 1,208 402

12,301 6.6 28,518 20.8 16,216 131.8

△ 6,394 △ 3.4 138 0.1 6,532 △ 102.2
233 0.1 144 0.1 △ 89 △ 38.2

4,474 2.4 10,252 7.5 5,778 129.2
11,101 △ 6.0 10,258 △ 7.5 842 △ 7.6
48 11,181 11,132

－ 11,181 11,181

△ 31 △ 1,734 △ 1,703

11,181 11,992 △ 811 7.3

子 会 社 関 連 事 業 整 理 損

資本金減少による繰越損失填補額

当 期 純 損 失

当 期 未 処 理 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損

販 売 用 不 動 産 評 価 損

そ の 他

合 計

特 別 損 失

合 計

経 常 利 益

前 期 損 益 修 正 益

そ の 他

開 発 事 業 整 理 損

受 取 利 息

合 計

受 取 配 当 金

営 業 外 費 用

販売費及び一般管理費

債 務 免 除 益

厚生年金基金代行返上益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

合 計

営 業 外 収 益

特 別 利 益

そ の 他

合 計

支 払 利 息

そ の 他

完 成 工 事 原 価

不 動 産 事 業 売 上 原 価

合 計

営 業 利 益

不 動 産 事 業 総 利 益 又は
不 動 産 事 業 総 損 失 （ △ ）

損  益  計  算  書

対 前 期
増 減 率

売 上 高

完 成 工 事 高

当　自　平成15年4月１日

期　至　平成16年3月31日

金 額

前　自　平成14年4月１日

期　至　平成15年3月31日

金 額

（ △ ）

不 動 産 事 業 売 上 高

増 減 金 額

百 分 比

科　　　　　目

百 分 比

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益

合 計

売 上 原 価

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

土地買戻損失引当金繰入額

従業員特別転身加算金等

再 評 価 差 額 金 取 崩 額

法 人 税 等 調 整 額

前 期 繰 越 損 失

法人税、住民税及び事業税
税引前当期純損失
税引前当期純利益 又は
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　 （単位  百万円）

－ 8,818

－ － 8,818 8,818

－ －

11,181 11,992

－ 1,261

－ － 8,818 10,080

11,181 1,912

金 額

そ の 他 資 本 剰 余 金 処 分 額

そ の 他 資 本 剰 余 金

(その他資本剰余金の処分)

金 額

そ の 他 資 本 剰 余 金 次 期 繰 越 額

損　失　処　理　案

前 期 当　　　　　期

（平成 15 年 3 月 31 日現在） （平成16年 3月 31日現在）科　　　　　目

その他資本剰余金からの振替額

(当期未処理損失の処理)

資 本 準 備 金 取 崩 額

当 期 未 処 理 損 失

損 失 処 理 額

次 期 繰 越 損 失

当期 未 処 理 損 失 へ の 振 替 額
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〔重要な会計方針〕 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的の債券        償却原価法（定額法） 

（２）子会社株式及び関連会社株式    移動平均法による原価法 

（３）その他有価証券 

①時価のあるもの        期末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額については全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております） 

②時価のないもの         移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

（１）デリバティブ           時価法 

 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）販売用不動産           個別法による原価法 

（２）未成工事支出金          個別法による原価法 

（３）不動産事業支出金         個別法による原価法 

（４）材料貯蔵品            先入先出法による原価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産           定率法 

ただし、ホテル用固定資産及び平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しております。 

      なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

       建物及び構築物        ３～５０年 

       機械装置及び工具器具・備品  ２～２０年 

（２）無形固定資産           定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

 

５．繰延資産の処理方法 

   新株発行費は、支出時に全額費用処理しております。 

 

６．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 
売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。 
 
（２）完成工事補償引当金 
完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当期の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づ

き計上しております。 
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（３）賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づいて計上しております。 
 

（４）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づいて計上

しております。 
なお、会計基準変更時差異は、10年による均等額を費用処理しております。 
過去勤務債務は、全額発生時の損益として計上しております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 
（１０年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとし

ております。 
（追加情報） 
当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成 16 年３月 26
日付けで厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。これに伴い、当社は「退職給付

会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 13号）第４７－２項
に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と年金資産を消滅し

たものとみなして処理をしております。なお、当年度末現在において測定された返還相当額は 6,143

百万円であります。 
 

（５）債務保証損失引当金 
    債務保証等にかかる損失に備えるため、被保証者の財政状態等を個別に勘案し、損失負担見込額を

計上しております。なお、この引当金は、商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。 
 
（６）土地買戻損失引当金 
財団法人民間都市開発推進機構に売却した土地について、売戻権が行使される可能性が高いことを

考慮し、買戻しによって発生すると見込まれる損失額を計上しております。なお、この引当金は、商

法施行規則第４３条に規定する引当金であります。 
 

７．完成工事高の計上基準 

工事完成基準を採用しておりますが、長期大型工事（工期１２ヶ月超かつ請負金額１０億円以上）

については工事進行基準を適用しております。 
なお、工事進行基準によった完成工事高は、15,475 百万円であります。 

 

  ８. リース取引の処理方法 

             リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
       
９．ヘッジ会計の方法 

（１）ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たす金利スワップについ

ては、特例処理によっております。 
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（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段      金利スワップ 

      ヘッジ対象      借入金 

 

  （３）ヘッジ方針 

      当社の内部規程である「デリバティブ管理規程」に基づき，将来の金利変動により借入金にかる 

キャッシュ・フローが変動するリスクをヘッジしております。 

 

  （４）ヘッジ有効性評価の方法 

      ヘッジ手段のキャッシュ･フロー変動の累計とヘッジ対象のキャッシュ･フロー変動の累計を比較し

て有効性の判定を行っております。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性

の評価を省略しております。 

 

１０．その他財務諸表作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

１１．表示方法の変更 

 （１）不動産事業未収入金 

     「不動産事業未収入金」は前期まで「完成工事未収入金」に含めて表示しておりましたが、資産合

計の 100 分の１を超えたため、区分掲記することに変更しております。なお、前期における「不動産

事業未収入金」の額は 4百万円であります。 

 

（２）有形固定資産 

    前期まで有形固定資産は減価償却累計額を控除した帳簿価額で表示しておりましたが、当期より取

得価額にて表示し、減価償却累計額は一括して控除することに変更しております。なお、前期におけ

る取得価額等は次のとおりであります。 

           建物・構築物          29,924 百万円 

           機械・運搬具          12,756 百万円 

           工具器具・備品         2,233 百万円 

           減価償却累計額        22,611 百万円 

 

（３）固定化営業債権 

    当期より個別評価による回収不能見込額を「固定化営業債権」より直接控除する方法から、各資産

科目の控除項目である「貸倒引当金」として一括掲記する方法に変更しております。 

    当期における個別評価による回収不能見込額は、13,323 百万円であります。なお、前期の「固定化

営業債権」より直接控除していた「貸倒引当金」の金額は、11,406 百万円であります。 

 

（４）未払消費税等 

    前期まで「未払消費税等」は「その他流動負債」に含めて表示しておりましたが、科目の重要性が

増したため、区分掲記することに変更しております。なお、前期における「未払消費税等」の額は、

2,593 百万円であります。 
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〔注記事項〕 

(貸借対照表関係) 

  （前  期）   （当  期） 

１．有形固定資産の減価償却累計額   22,611 百万円  － 百万円 

 

２．担保に供している資産 

                        （前  期）         （当  期）  

 現   金   預   金  204 百万円  － 百万円 

 受   取  手   形  95   3,272  

 販  売  用  不  動  産  10,885   801  

 不動産事業支出金（土地）  1,181   483  

 建 物 ・ 構 築 物  6,406   5,104  

  機 械 ・ 運 搬 具  －   1,583  

 土         地  5,250   20,944   

 投 資 有 価 証 券         1,684    1,011  

      計   25,709   33,200  

（担保付債務） 

 短期借入金(長期借入金の振替分を含む) 8,814  12,509 百万円 

 長期借入金  2,486  514 

      計  11,301  13,023 

      

営業保証金の代用等として担保に供している資産    

 投 資 有 価 証 券 － 百万円 680 百万円 

     

                      （前  期）         （当  期）  
３．保証債務額 4,673 百万円 4,339 百万円 

 

４．事業用土地の再評価 

   土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

再評価差額金を資本の部に計上しております。 

 

   ・再評価の方法     土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）

第２条第１号に定める地価公示法の規定により公示された価格（一部は同条第２

号に定める国土利用計画法施行令に規定する基準地について判定された標準価

格、同条第４号に定める地価税法に規定する地価税の課税価格の計算の基礎とな

る土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定し

た価額、同条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価）に合理的な調整を行

って算出 

   ・再評価を行った年月日  平成１２年３月３１日 

   ・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

                        (前  期)           (当  期) 

                                            △ 6,390  百万円       △ 8,405  百万円 

 

  (前  期)           (当  期) 

５.資本の欠損の額               11,184  百万円         3,177  百万円 
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(損益計算書関係) 

 （前  期）    （当  期） 

１．一般管理費及び完成工事原価に含まれる研究開発費 556 百万円 450 百万円 

 

２．特別損失のうち主要な項目及び金額 

 

（１）開発事業整理損                 （前  期）     （当  期） 

      たな卸不動産等売却損               －  百万円     7,361  百万円  

      債権譲渡損                      －         6,873 

      関係会社株式売却損                  －                 359 

      その他                            －                 209  

計                       －          14,805                   

 

（２）子会社関連事業整理損              （前  期）     （当  期） 

      建物等(｢建物･構築物｣及び｢機械・ 

運搬具｣及び｢工具器具･備品｣)売却損        －  百万円      6,151  百万円  

      土地売却損                   －         2,377 

      その他                        －            609  

計                      －          9,137       

 

 

(リース取引関係) 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引 

 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び期末残高相当額 

                                            (単位 百万円) 

前  期 （平成 15 年 3 月 31 日現在） 当  期 （平成 16 年 3 月 31 日現在）  

取 得 価 額 

相  当  額 

減 価 償 却 

累計相当額 

期 末 残 高 

相  当  額 

取 得 価 額 

相  当  額 

減 価 償 却 

累計相当額 

期 末 残 高 

相  当  額 

有形固定資産 
・そ の 他 623 322 300 473 341 131 

無形固定資産 
・ ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ － － － 55 25 30 

合  計 623 322 300 529 366 162 

 

（２）未経過リース料期末残高相当額       (前  期)           (当  期) 

                 １年内     144  百万円                   105  百万円 

                 １年超     156                   57       

                 合 計     300                  162 

 

   ※注 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によって算定しております。 

 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額     (前  期)           (当  期) 

      支払リース料             156  百万円           143  百万円 

      減価償却費相当額           156                  143 
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（４）減価償却費相当額の算定方法 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

（有価証券関係） 

   前期及び当期における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（税効果会計関係） 

（１）繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 （前  期）   （当  期） 

  繰越欠損金  5,832 百万円 13,028 百万円 

  貸倒引当金繰入限度超過額 3,683  1,994  

  販売用不動産評価損 6,898  1,785  

  退職給付引当金 424  351  

  その他の有価証券評価差額金 158  －  

  その他            1,461  1,947  

 繰延税金資産小計 18,458  19,106  

   評価性引当額 △ 6,405  △ 16,265  

 繰延税金資産合計 12,053  2,841  

 繰延税金負債     

  その他の有価証券評価差額金 －  △ 435  

 繰延税金負債合計 －  △ 435  

 繰延税金資産の純額 12,053  2,406        

  
  （注）上記の他、土地再評価に係る繰延 

    税金負債が 3,302 百万円あります。 

 

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった項目別の内訳 

 

  （前  期）   （当  期）   

     法定実効税率  42.05 % 40.69 %  

   （調整）       

    永久に損金に算入されない項目 31.55 % 121.39 %  

    永久に益金に算入されない項目 △ 2.68  0.00   

    住民税均等割等 17.73  105.19   

    その他 2.2  △ 0.99   

    評価性引当額の増加による影響 －  7,256.63   

   税効果会計適用後の法人税等の負担率 90.85  7,522.91   

       

 

（３）(前  期)  

地方税法等の一部を改正する法律（平成 15 年法律第９号）が平成 15 年３月 31 日に公布されたことに伴い、 

当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成 16 年４月１日以降解消が見込まれるもの

に限る。）に使用した法定実効税率は、前事業年度の 42.05％から 40.89％に変更されております。その結果、

繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 266 百万円減少し、当事業年度に計上された法

人税等調整額が 261 百万円、その他有価証券評価差額金が４百万円、それぞれ増加しております。 

 

（当  期） 

 記載すべき事項はありません。 
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＜個別＞受注・売上・繰越高分類表（工種別）

（１）受　　　注　　　高 (単位　百万円）

期　別   

  区　分 金　　額 構成比(%) 金　　額 構成比(%)

海上土木 57,305 44.9 53,845 44.0 △ 6.0 

陸上土木 32,931 25.8 27,821 22.8 △ 15.5 

建　　築 32,058 25.1 36,585 29.9 14.1 

計 122,296 95.8 118,253 96.7 △ 3.3 

海上土木 △ 56 △ 0.0 2 0.0 ―　

陸上土木 5,465 4.3 3,949 3.2 △ 27.7 

建　　築 ―　 ―　 75 0.1 ―　

計 5,408 4.2 4,027 3.3 △ 25.5 

海上土木 57,249 44.8 53,848 44.0 △ 5.9 

陸上土木 38,396 30.1 31,771 26.0 △ 17.3 

建　　築 32,058 25.1 36,661 30.0 14.4 

計 127,705 100.0 122,280 100.0 △ 4.2 

3,358 2,781 △ 17.2 

      合　　　計 131,064 125,062 △ 4.6 

（２）売　 　上　　　高 (単位　百万円）

期　別   

  区　分 金　　額 構成比(%) 金　　額 構成比(%)

海上土木 78,328 42.6 59,923 44.9 △ 23.5 

陸上土木 42,938 23.4 35,940 26.9 △ 16.3 

建　　築 51,283 27.9 33,581 25.2 △ 34.5 

計 172,550 93.9 129,445 97.0 △ 25.0 

海上土木 5,271 2.9 796 0.6 △ 84.9 

陸上土木 5,952 3.2 3,084 2.3 △ 48.2 

建　　築 55 0.0 73 0.1 32.2 

計 11,279 6.1 3,954 3.0 △ 64.9 

海上土木 83,599 45.5 60,720 45.5 △ 27.4 

陸上土木 48,890 26.6 39,025 29.3 △ 20.2 

建　　築 51,339 27.9 33,654 25.2 △ 34.4 

計 183,830 100.0 133,399 100.0 △ 27.4 

2,240 3,776 68.6 

      合　　　計 186,070 137,176 △ 26.3 

（３）繰　　　越　　　高 (単位　百万円）

期　別   

  区　分 金　　額 構成比(%) 金　　額 構成比(%)

(41,945)

41,945        30.6 35,867 28.5 △ 14.5 

(57,547)

55,932        40.8 47,813 37.9 △ 14.5 

(32,975)

32,975        24.0 35,979 28.5 9.1 

(132,467)

130,852       95.4 119,660 94.9 △ 8.6 

(891)

794           0.6 ―　 ―　 ―　

(5,778)

5,517         4.0 6,382 5.1 15.7 

(―)

― ―　 2 0.0 ―　

(6,669)

6,311         4.6 6,384 5.1 1.2 

(42,837)

42,739        31.2 35,867 28.5 △ 16.1 

(63,325)

61,449        44.8 54,195 43.0 △ 11.8 

(32,975)

32,975        24.0 35,981 28.5 9.1 

(139,137)

137,163       100.0 126,045 100.0 △ 8.1 

(1,223)

1,223         228 △ 81.4 

(140,361)

138,387       126,273 △ 8.8 

建

設

事

業

建

設

事

業

国

内

海

外

全

社

全

社

陸上土木

前期(14.4.1～15.3.31） 当期(15.4.1～16.3.31）

国

内

海

外

対前期増減率(%)

前期(14.4.1～15.3.31）

海上土木

対前期増減率(%)

不動産事業

当期(15.4.1～16.3.31）

対前期増減率(%)
前期(14.4.1～15.3.31） 当期(15.4.1～16.3.31）

国

内

(注)前期繰越高の上段（　　）内表示額は、前期における次期繰越高を表し、下段は当該事業年度
　　の外国為替相場が変動したため海外繰越高を修正したものであります。なお、国内陸上土木の
　　修正額は、工事契約の解除による減額であります。

海上土木

陸上土木

建　　築

計

合　　　計

陸上土木

不動産事業

建

設

事

業

海

外

不動産事業

全

社
建　　築

計

計

海上土木

建　　築
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＜個別＞受注・売上・繰越高分類表（施主別）

（１）受　　　注　　　高 (単位　百万円）

期　別   

  区　分 金　　額 構成比(%) 金　　額 構成比(%)

国内官庁 80,388 62.9 75,357        61.6 △ 6.3 

国内民間 9,848 7.7 6,310         5.2 △ 35.9 

  海　 外 5,408 4.2 3,952         3.2 △ 26.9 

計 95,646 74.9 85,619        70.0 △ 10.5 

国内官庁 7,733 6.1 6,302         5.1 △ 18.5 

国内民間 24,325 19.0 30,283        24.8 24.5 

  海　 外 ―　 ―　 75            0.1 ―　

計 32,058 25.1 36,661        30.0 14.4 

国内官庁 88,121 69.0 81,659        66.8 △ 7.3 

国内民間 34,174 26.8 36,593        29.9 7.1 

  海　 外 5,408 4.2 4,027         3.3 △ 25.5 

計 127,705 100.0 122,280       100.0 △ 4.2 

3,358 2,781         2.3 △ 17.2 

131,064 125,062       △ 4.6 

（２）売　　　上　　　高 (単位　百万円）

期　別   

  区　分 金　　額 構成比(%) 金　　額 構成比(%)

国内官庁 111,583 60.7 82,011        61.5 △ 26.5 

国内民間 9,683 5.3 13,852        10.4 43.1 

  海　 外 11,223 6.1 3,881         2.9 △ 65.4 

計 132,490 72.1 99,745        74.8 △ 24.7 

国内官庁 13,032 7.1 7,840         5.9 △ 39.8 

国内民間 38,251 20.8 25,740        19.3 △ 32.7 

  海　 外 55 0.0 73            0.0 32.2 

計 51,339 27.9 33,654        25.2 △ 34.4 

国内官庁 124,615 67.8 89,852        67.3 △ 27.9 

国内民間 47,935 26.1 39,592        29.7 △ 17.4 

  海　 外 11,279 6.1 3,954         3.0 △ 64.9 

計 183,830 100.0 133,399       100.0 △ 27.4 

2,240 3,776         2.8 68.6 

186,070 137,176       △ 26.3 

（３）繰　　　越　　　高 (単位　百万円）

期　別   

  区　分 金　　額 構成比(%) 金　　額 構成比(%)

(80,043)

80,043 58.4 71,774        56.9 △ 10.3 

(19,449)

17,833 13.0 11,906        9.4 △ 33.2 

(6,669)

6,311 4.6 6,382         5.1 1.1 

(106,162)

104,188 76.0 90,063        71.4 △ 13.6 

(9,540)

9,540 6.9 8,001         6.3 △ 16.1 

(23,434)

23,434 17.1 27,977        22.2 19.4 

(―)

― ―　 2             0.0 ―　

(32,975)

32,975 24.0 35,981        28.5 9.1 

(89,584)

89,584 65.3 79,775        63.3 △ 10.9 

(42,883)

41,268 30.1 39,884        31.6 △ 3.4 

(6,669)

6,311 4.6 6,384         5.1 1.2 

(139,137)

137,163 100.0 126,045       100.0 △ 8.1 

(1,223)

1,223 228           △ 81.4 

(140,361)

138,387 126,273       △ 8.8 

建

設

事

業

土

木

建

築

合

計

建

設

事

業

土

木

建

築

合

計

対前期増減率(%)

対前期増減率(%)

対前期増減率(%)

不動産事業

前期(14.4.1～15.3.31） 当期(15.4.1～16.3.31）

合　計

不動産事業

前期(14.4.1～15.3.31） 当期(15.4.1～16.3.31）

当期(15.4.1～16.3.31）

合　計

前期(14.4.1～15.3.31）

  海　 外

建

築

国内官庁

国内民間

  海　 外

計

国内官庁

(注)前期繰越高の上段（　　）内表示額は、前期における次期繰越高を表し、下段は当該事業年度
　　の外国為替相場が変動したため海外繰越高を修正したものであります。なお、国内民間土木の
　　修正額は、工事契約の解除による減額であります。

  海　 外

計

不動産事業

合　計

建

設

事

業

土

木

国内民間

合

計

計

国内官庁

国内民間
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